第1号様式(第9条関係)(用紙　日本産業規格A4縦長型)

配置予定技術者届
年　　月　　日　
住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　印　
　建設業法等の関係諸法令を遵守し、次の者を配置予定技術者として届けます。
　なお、今回届け出る工事の技術者は専任・非専任の技術者です。
　(＊競争参加資格又は請負金額に応じて、専任、非専任のいずれかを○で囲んでください。)

1　工事名等
	工事名
	　
	発注工種
	　


	工事場所
	　


2　配置予定技術者
	氏名(フリガナ)
	　
	生年月日
	年　月　日


	技術者区分
	確認書類

	□　監理技術者
	□　監理技術者資格者証(表・裏)

□　監理技術者講習修了証
□　雇用関係を確認できる書類
□　その他

	□　主任技術者
	□　技術検定合格証明書又は主任技術者経歴書(第2号様式)

□　雇用関係を確認できる書類
□　その他


注1　本届提出後(主任技術者等選任届の提出後を含む。)、やむを得ない理由により技術者を変更するときは、変更後の技術者を記載した本届、確認書類及び変更の理由を記載した書類(任意様式)を速やかに契約検査課に提出し、原則として事前に企業長の承諾を得てください。なお、やむを得ない理由がないと企業長が判断したときは、当該変更は認められません。
注2　他の工事に配置されている技術者及び営業所専任の技術者は、専任が必要な工事の配置予定技術者になれません。
注3　配置予定技術者は、直接的かつ恒常的な雇用関係のある者とします。在籍出向者、派遣社員、契約社員については直接的かつ恒常的な雇用関係にあるとはいえません。また、専任が必要な工事においては、競争参加資格確認申請日以前に直接的かつ恒常的な3か月以上の雇用があることが必要です。
注4　配置予定技術者は、建設業法に基づき、当該工事に必要な資格を有する者としてください。
注5　雇用関係を確認できる書類とは、監理技術者資格者証(表・裏)、健康保険被保険者証又は、市区町村が作成する住民税特別徴収税額の通知書・変更通知書の写し等であり、監理技術者の確認書類で監理技術者資格者証の写しを提出した場合は、書類の提出の必要はありません。また、専任が必要な工事のときは、3か月以上の雇用関係が確認できるものとしてください。
注6　主任技術者の確認書類における主任技術者経歴書については、第2号様式(第9条関係)を使用してください。
注7　JVの場合は代表者となる構成員から技術者を配置してください。
